
林野庁補助事業及び委託事業の実績 

 
１．製材品の品質管理及び加工技術向上並びに流通改善に係る事業 

実施年度/年次 事業名称 事業の概要 

平成18年度 
 

ラベリング木材普及対策

事業（実施主体：社団法人全

国木材組合連合会）の調査

事業 

全木連が実施したラベリング木材普及対策事業に参

加し、国内で実施している森林認証及び合法性証明木

材並びに地域材認証木材のラベリングに関する資料

収集とその分析を行いました。 

平成21年度 

平成22年度 
（補助事業） 

住宅分野への地域材供給

シェア拡大総合対策事業 

品質、性能が確保された規格木材への要望が高まって

いる状況を木材、住宅関係者に紹介するとともに、製

材品の品質管理の具体的な手法を解説する出版物の

作成並びにセミナー及び研修会を開催しました。 

 

２．合法木材利用促進、違法伐採対策に係る事業 

実施年度/年次 事業名称 事業の概要 

平成18年度 

平成19年度 

平成20年度 
（補助事業） 

合法性・持続可能性証明木

材供給事例調査事業（実施

主体：社団法人全国木材組合

連合会）の調査事業 

全木連が実施した合法性・持続可能性証明木材供給事

例調査事業に参加し、日本の森林認証と認証林産物の

動向、合法性確認のための体制整備の状況、県産材認

証制度と合法木材供給体制との関係及び民間企業に

おける林産物調達方針に関する調査を行いました。 

平成19年度 
（補助事業） 

日・インドネシア違法伐採

対策協力アクションプロ

グラム推進事業 

インドネシアにおいて、伐採現場から第一次加工施設

までの流通過程を対象に、二次元バーコードを活用し

た合法性確保のための木材トレーサビリティー技術

を開発しました。 

平成20年度 

平成21年度 

平成22年度 
（補助事業） 

木材追跡システム実証事

業 

インドネシアにおいて、前項事業で開発したトレーサ

ビリティー技術の実用化を行い、さらにユーザーのた

めの研修会及び木材トレーサビリティー技術普及の

ための国際セミナーを開催しました。 

平成27年 
（委託事業） 

違法伐採対策現地情報収

集等事業 
（平成27年度補正予算事業） 

合法木材の利用促進のために、チリ、マレーシア及び

ベトナムにおける木材の合法性確保の実情及び合法

性証明システムによる証明方法を調査しました。 

平成29年度 
（委託事業） 

生産国情報収集事業 
（平成28年度補正予算事業） 

一般社団法人日本森林技術協会とともに木材関連事

業者が取り扱う木材等の合法性の確認を適切に実施

できるように木材の流通や関連法令に関する情報を

収集する事業を行い、本会はマレーシアのサバ州、サ

ラワク州及び半島部において現地の政府機関、団体及

び民間事業者の協力を得て情報収集を行い、木材合法

性保証システムの運用状況及び合法性証明手続きを

体系的に整理するとともに、森林認証の普及状況及び

林業・木材産業の概況についてとりまとめを行いまし

た。 

平成30年度 
（委託事業） 

「クリーンウッド」利用推

進事業のうち生産国にお

ける現地情報の収集 
（平成29年度補正予算事業） 

一般社団法人日本森林技術協会とともに木材関連事

業者による木材製品の合法性確認の取組みを推進す

るための生産国における木材の流通、関連法令その他

の合法性確認に必要な情報を収集する調査事業を受

託し、本会はエストニア及びラトビアで現地調査を行

うとともに、フィンランドについては文献調査を実施

し、調査結果をとりまとめました。 

 

 

 



実施年度/年次 事業名称 事業の概要 

平成31年度 
（委託事業） 

「クリーンウッド」利用推

進事業のうち追加的措置

の先進事例収集事業 
（平成30年度補正予算事業） 

公益財団法人地球環境戦略研究機関及び一般社団法

人日本森林技術協会とともに木材関連事業者による

木材製品の合法性確認の取組みを推進するための生

産国における木材の流通、関連法令その他の合法性確

認に必要な情報を収集する調査事業を受託し、本会は

フィンランドで現地調査を実施し、調査結果をとりま

とめました。 

令和２年度 
（委託事業） 

「クリーンウッド」利用推

進事業のうち海外情報収

集事業 
（令和元年度補正予算事業） 

公益財団法人地球環境戦略研究機関及び一般社団法

人日本森林技術協会とともに木材関連事業者による

木材製品の合法性確認の取組みを推進するための生

産国における木材の流通、関連法令その他の合法性確

認に必要な情報を収集する調査事業を受託し、本会は

米国及びニュージーランドの調査を行い、調査結果を

とりまとめました。 

なお、この調査は、新型コロナウイルスの感染拡大

による渡航制限が国内外で実施されていたため、文献

調査により行いました。 

 

３．木材の利用推進に係る事業 

実施年度/年次 事業名称 事業の概要 

平成24年度 
（補助事業） 

海外における木材利用推

進状況等調査 

「森林・林業再生プラン」に基づいた各種施策を立案・

実施する上で参考となる海外の木材利用推進に関する

政策及び活動について、米国、カナダ、EU、英国、フラ

ンス、スイス、ドイツ及びオーストリアを調査対象国

として事例を収集し、政策及び活動が与える影響につ

いて分析を行いました。 

 


